
 
 

 

 

平成２８年１０月２７日 

四 国 電 力 株 式 会 社 

平成２８年度第２四半期 連結決算の概要 

１．電 力 需 要 

電灯電力需要は、前年同期に比べ １.０％増の １２８億８８百万kWhとなりました。 

このうち、電灯は、夏季の高気温による影響等から ２.４％の増となりました。電力は、産業用

の大口電力が、生産減の影響等により ０.８％の減となったものの、業務用電力が電灯と同様、気

温影響等により １.９％の増となったことなどから、０.４％の増となりました。 

また、融通等は、前年同期に比べ ６４.０％増の １３億６９百万kWhとなりました。 

この結果、総販売電力量は、前年同期に比べ ４.９％増の １４２億５７百万kWhとなりました。 

 (単位：百万kWh、％)

 27年度第2四半期 

(27/4～27/9) 

（Ａ） 

28年度第2四半期 

(28/4～28/9) 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

電     灯 ４,１３１ ４,２３１ １００ ２.４ 

電      力 

（うち業務用電力） 

（うち大 口 電 力） 

８,６２５ 

（ ２,９８３）

（ ３,７６４）

８,６５７ 

（ ３,０４０）

（ ３,７３４）

   ３２  

（  ５７） 

（△ ３０） 

 ０.４ 

（  １.９）

（△ ０.８）

電 灯 電 力 計 １２,７５６ １２,８８８ １３２   １.０ 

融  通  等 ８３５ １,３６９  ５３４   ６４.０ 

総 販 売 電 力 量 １３,５９１ １４,２５７  ６６６    ４.９ 

 (注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 

 
２．電 力 供 給 

伊方発電所３号機が８月に再稼働したことから、原子力発電電力量は、９億４６百万kWhとなり

ました。また、新エネ発受電電力量は、３２.５％増の １５億１６百万kWhとなりました。 

一方、水力発受電電力量は、６.２％減の ２２億１９百万kWhとなりました。 

この結果、火力発受電電力量は、前年同期に比べ ３.５％減の １０９億３９百万 kWh となりま

した。 

(単位：百万kWh、％)

 27年度第2四半期 

(27/4～27/9) 

（Ａ） 

28年度第2四半期

(28/4～28/9) 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

出 水 率  115.2%  106.0%  △ 9.2%   

水   力 ２,３６７   ２,２１９  △  １４８  △   ６.２ 

伊方3号利用率  －  24.2%  24.2%   

原 子 力 －  ９４６  ９４６  －  

火   力 １１,３４１  １０,９３９ △  ４０２  △  ３.５ 

（石   炭） （ ７,５０２） （ ７,３５４） （△  １４８） （△  ２.０）

（Ｌ  Ｎ  Ｇ） （ １,０３９） （    ９２４） （△  １１５） （△ １１.１）

（石 油 ほ か） （ ２,８００） （ ２,６６０） （△   １４０） （△  ５.０）

新 エ ネ １,１４５  １,５１６ ３７１  ３２.５ 

   (注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 

 



３．収   支 

営業収益(売上高)は、燃料価格低下に伴う燃調収入の減はありましたが、総販売電力量が増加した
ほか、再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく賦課金や費用負担調整機関からの交付金の増加
などにより、前年同期に比べ ７０億円(2.2％)増収の ３,３０１億円となりました。 

営業費用は、伊方３号機の再稼働や燃料価格の低下により需給関連費(燃料費＋購入電力料)は減少
しましたが、退職給付に係る数理計算上の差異の償却や減価償却費、修繕費などが増加したことから、
前年同期に比べ ２０８億円(6.8％)増加の ３,２５２億円となりました。 

この結果、営業利益は、１３７億円減益の ４９億円、経常利益は、１４９億円減益の ２６億円、

また、親会社株主に帰属する純利益は、９８億円減益の １１億円となりました。 

 (単位：億円、％)

 27年度第2四半期
(27/4～27/9) 

（Ａ） 

28年度第2四半期
(28/4～28/9) 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

営 

業 

収 

益 

電
気
事
業

電灯電力収入 2,429 2,350 △ 79 △ 3.2 

融通収入ほか 446 601 155 34.7 

小  計 2,876 2,952 76 2.6 

そ の 他 事 業 354 349 △  5 △ 1.5 

合    計 [2,948]  3,231 [3,009]  3,301 [   61]    70 [   2.0]    2.2 

営 
 

業 
 

費 
 

用 

電 

気 

事 

業 

人 件 費 249 360 111 44.5 

需
給
関
連
費

燃 料 費 498 350 △148 △29.8 

購入電力料 787 822 35 4.4 

小  計 1,286 1,172 △114 △ 8.8 

減 価 償 却 費 269 290 21 7.7 

修 繕 費 256 279 23 8.9 

原子力バックエンド費用 30 37 7 21.9 

そ の 他 費 用 643 804 161 25.1 

小  計 2,735 2,944 209 7.6 

そ の 他 事 業 309 307 △  2 △ 0.4 

合    計 [2,797]  3,044 [2,986]  3,252 [  189]   208 [  6.7]    6.8 

営 業 利 益 [  151]    186 [   23]     49 [△128] △137 [△84.7] △73.6 

 支 払 利 息 ほ か 11 22  11 101.3 

経 常 利 益 [  157]    175 [   29]     26 [△128] △149 [△81.1] △84.6 

 渇水準備金引当       15        1 △ 14 △88.3 

 法 人 税 ほ か 50 13 △ 37 △72.5 

親会社株主に帰属する 
純 利 益 [  103]    109 [   22]     11 [△ 81] △ 98 [△78.6] △89.7 

 (注)１．連結決算の対象会社 
・連結子会社（９社）：ＳＴＮｅｔ、四国計測工業、四電エンジニアリング、四電技術コンサルタント、坂出ＬＮＧ、      

四電ビジネス、四電エナジーサービス、SEP International Netherlands B.V.、四国総合研究所 
・持分法適用会社（１社）：四電工 

２．[ ]内は、四国電力単独決算値。なお、｢親会社株主に帰属する純利益｣欄の［ ］内は、四国電力単独決算値の｢四半期    
 純利益｣を表示している。 

〈参考〉燃料価格の諸元 

石炭ＣＩＦ(＄/ t ) 80 70 △ 10 

原油ＣＩＦ(＄/ b ) 59 44 △ 15 

為替レート(円/＄) 122 105 △ 17 

                        以  上 


